【北海道平和フォーラム定期大会】

議長団には自治労から木村副委員長、全開発から惣田組織部長が就任した。
  主催者として山田代表は「ＣＯ2排出量を減らすのに原発は有効、プルサーマル計画、高レベル核廃棄物の最終貯蔵施設の必要性についてテレビでＣＭ宣伝が流されている。しかし、将来的にエネルギー政策をどうするのか明確でない。退陣した安倍が反北朝鮮の宣伝を強め、日本が制裁強化などを主張すべきと煽っている。世界的な不況の下で戦争によって経済を活性化させようという勢力にも注視すべきである」と呼びかけた。
  来賓の福山中央フォーラム事務局長は、「フォーラムは今年で１０周年を迎える。連合との関係をどうするのか。平和と民主主義の課題として憲法、安保、日米再編、脱原発などで一致できる課題をひろげていきたい」と述べ「オバマは本物なのか、米国の軍事産業と決別できるのか。今年度の最大の課題は、プルトニウム再処理路線は技術的にも無理であり１０・３脱原発全国集会の成功、沖縄・辺野古基地建設の阻止、麻生政権を終わらせる政権交代のたたかいである」とあいさつした。
武田連合北海道副事務局長は、「平和、道民・国民運動の強化として米軍千歳基地移転訓練、矢臼別米軍実弾演習に反対の活動を強めてきた。沖縄をはじめ在日米軍基地の諸問題の解決のためには運用改善でなく地位協定の抜本改定が必要である」と話した。

三津民主党道民連合議員会会長（平和議連代表）は、「ご心配をかけていましたが６月１６日に会派としての新体制がスタートした。道内では平和議連の会員は２００人、若手国会議員４０人は一緒に行動できる。日米同盟、集団的自衛権を行使できる軍事同盟化にさせてはならない」と訴えた。
報告案件では、国労から「２３年目をむかえたＪＲ採用差別事件の政治解決を迫る総行
動への支援のお礼と今後の運動への協力要請」。

旭川フォーラムから「幌延の実規模設備整備事業に道北フォーラムとしての反対の取り組み」が報告された。
活動方針では、「民主教育を守る全道キャラバン行動の実施と支援要請」(北教組)、「苫小牧への米艦船の寄港を中止させた取り組み。泊プルサーマルの実施延期と計画反対の取り組みの強化」（日胆フォーラム）。「芽室町民有地での陸上自衛隊空挺団のパラシュート降下訓練として積雪地演習訓練が強行されたが強風で中止、鹿追では警察と自衛隊との合同訓練も実施された。
平和市長会議には帯広市と３町が加入、核兵器廃絶宣言を各自治体はしているので加入させる取り組みが必要」（十勝フォーラム）。「自衛隊の海外派遣反対のたたかいの強化」（釧根フォーラム）。

自治労からは、小檜山政治部長が「インド洋、ソマリア沖への自衛隊の派遣など集団的自衛権の行使という違憲の海外派遣が常態化。また、欠陥だらけの国民投票法を機能させるために衆議院憲法審査会を動かすための規定の自公政権は採決を強行・成立させた。こうした課題について組合員とともに学習を深めるために、①護憲の立場からの安全保障隊体制のあり方、②国民投票法と憲法をテーマに平和講座を開設したい。フォーラムからの参加も呼びかけたい。プルサーマル計画について電気事業連合会は２０１５年度まで延期を発表、泊原発も延期は確実。問題は展望のない核燃料サイクル・プルトニウム利用という原子力政策を転換させることであり、計画延期期間と計画を撤回させるためのたたかう期間と位置づけて運動の再強化をはかるべき」と意見反映した。
  役員選出では自治労から山田代表委員、杉谷副委員長が幹事として選出された。なお、事務局長は新たに北教組から選出することを確認した。
